「第５回大阪府障がい者施策推進協議会差別解消部会」
　　　　　　　　　　出席委員　
井上　誠一　　（一財）大阪府視覚障害者福祉協会会長

江口　啓子　　（社福）大阪障害者自立支援協会相談室長
大竹　浩司　　（公社）大阪聴力障害者協会会長

小田　昇　　　関西鉄道協会専務理事

楠井　裕子　　大阪ガス株式会社リビング事業部

お客さま部サービス企画チームマネージャー

倉町　公之　　（公社）大阪府精神障害者家族会連合会会長

坂本　ヒロ子　（社福）大阪手をつなぐ育成会理事長

柴原　浩嗣　　（一財）大阪府人権協会業務執行理事兼事務局長

関川　芳孝　　大阪府立大学大学院人間社会学研究科教授

辻川　圭乃　　弁護士

坪田　真起子　（社福）大阪府社会福祉協議会 大阪後見支援センター所長

中島　義晴　　パナソニック交野（株）代表取締役常務
西山　和幸　　（社福）大阪府社会福祉協議会セルプ部会長
布施　晃　　　日本チェーンストア協会関西支部　事務局長

吉川　和夫　　学校法人大阪初芝学園　初芝立命館高等学校教諭

大阪私立学校人権教育研究会 障がい者問題研究委員会代表委員
オブザーバー

関本　牧子   高槻市健康福祉部障がい福祉課課長代理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日時：平成26年6月9日(月)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後4時30分から7時まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場所：エル・おおさか708号室
○事務局
　まだ数名、お見えでない委員の方もおられますが、定刻になりましたので、ただ今より「第５回大阪府障がい者施策推進協議会差別解消部会」を開催させていただきます。
　委員の皆さま方におかれましては、ご多忙のところご出席を賜りまして、誠にありがとうございます。
　続きまして、新たに委員の就任がございましたので、私からご報告させていただきます。日本チェーンストア協会関西支部　事務局長　布施委員でございます。
　現在の委員は、配布しております名簿のとおり１９名でございます。本日、委員１９名のうち、現時点で１２名のご出席をいただいております。府の障がい者施策推進協議会差別解消部会運営要領第４条第２項の規定により、会議は有効に成立しておりますことを報告させていただきます。
　続きまして、事務局でございますが、障がい福祉室はじめ関係課が出席しておりますので、よろしくお願いいたします。
　次に、配布資料の確認をさせていただきます。
　まず、次第がございます。委員名簿がございます。次に、資料１といたしまして「第４回差別解消部会における委員の意見等」、資料２といたしまして「事例の検討(公共交通機関､･サービス等)分野について」、資料３といたしまして「事例の検討(住宅)分野について」、資料４といたしまして「事例の検討(情報･コミュニケーション)分野について」、参考資料１といたしまして「ガイドラインで取扱う「不当な差別的取扱い」「合理的配慮の不提供」の検討にあたって」、参考資料２といたしまして「「障がいを理由とした差別と思われる事例」の募集結果(公共交通機関､公共的施設・サービス等)分野」、参考資料３といたしまして「関係法令(公共交通機関､公共的施設･サービス等)分野」、参考資料４といたしまして「｢障がいを理由とした差別と思われる事例｣の募集結果（住宅）分野」、資料５といたしまして「関係法令（住宅）分野」、参考資料６といたしまして「｢障がいを理由とした差別と思われる事例｣の募集結果（情報･コミュニケーション）分野」、参考資料７といたしまして「関係法令(情報･コミュニケーション)分野」、最後に、本日、委員から提出いただいております意見書１枚を配布しております。
　また、各委員の机上に、前回同様、参考資料集といたしまして、資料を綴じてファイルを置いております。議論の際に、適宜、ご参照いただければと思います。資料の不足等ございましたら、事務局までお知らせ願います。よろしいでしょうか。
　なお、大阪府におきましては、会議の公開に関する指針を定めており、本指針に基づいて、本会議も原則として公開としております。また、配布資料とともに、委員の皆さまの発言を議事録として府のホームページで公開する予定にしております。ただし、委員名は記載いたしません。あらかじめご了解いただきますようお願いいたします。
　また、会議の円滑な進行のため、ご発言の際は、その都度、お名前をおっしゃっていただきますようお願いいたします。
　それでは以降の議事進行につきましては、関川部会長にお願いしたいと存じます。関川部会長、よろしくお願いいたします。
○部会長
お忙しいところご参集いただきまして、ありがとうございます。本日は４時３０分からということで、非常に出席しづらい時間帯で開催させていただいております。また、７時までの長丁場になりますが、ご協力よろしくお願いいたします。
　それでは次第に沿って議事を進めてまいりたいと思います。今日は、次第にもありますように、一つは、「公共交通機関・公共的施設・サービス等の分野における「不当な差別的取扱い」及び「合理的配慮の不提供」について」、二つ目が「住宅分野における「不当な差別的取扱い」及び「合理的配慮の不提供」について」、三つ目が「情報・コミュニケーション分野における「不当な差別的取扱い」及び「合理的配慮」」について、ご意見を頂戴したいと考えております。途中に１０分ほど休憩を挟みたいと思っております。７時には終了したいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。
　それでは議題１に入る前に、前回部会における議事内容を確認したいと思います。事務局、よろしくお願いいたします。
○事務局
はい。事務局でございます。資料１に基づきまして、前回の議論の主な内容を確認させていただきます。資料「第４回差別解消部会における委員の意見等」をご覧ください。
　まずは一番上、ガイドラインで取扱う「不当な差別的取扱い」及び「合理的配慮の不提供」について、前回会議の資料１の関係でございます。事例の分類・整理について、（イ）法律･制度、規則・制度に該当するもの、（ロ）業界・事業者の方針や設備に関わるもの、（ハ）従業員・職員への指導・教育に関するもの等、事例の整理の方法についてのご意見がございました。
　次に前回会議の資料２に係る商品・サービス分野におけるご意見でございます。一つ目に関しましては、ここの最後を見ていただきたいのですが、差別にあたり得るか、わかりやすい事例ではなくてグレーなものについても詳しく調べることは、議論の参考になるというご意見をいただいております。
　次につきましては、「差別的取扱い」の正当な理由になるかというところについての意見です。まず、２行目で「障がい者が体調を崩した場合」とあるが、障がいのない人も同じであり、診断書の提出を障がい者だけに求めることが良いのかどうかというご意見をいただいております。また、中段以降、下から７行目ですが、視覚障がい者、あるいは聴覚障がい者の方にとってどうかという観点で整理する方法もあるのではないかという意見も頂戴しております。
　次のページにまいりまして、ご説明させていただきます。「視覚障がい者が観光船に乗れなかった」という事例、これにつきましては、聴覚障がい者でも同じ事例があり、あるいは（商品・サービス分野だけでなく）公共交通機関の分野にも当てはまるというご意見です。
　次からは、ガイドラインで取扱う「不当な差別的取扱い」のご意見です。一番最後のところですが、正当な理由があるかどうかはサービスの内容とそれを利用する障がい者の技量、能力を合わせて考える必要がある。ガイドラインはある程度、弾力性のあるものにならざるを得ない、ということです。
　次は、正当な理由と考えられる一般論化の事例について、最初のところです。事業者の立場からのご意見でございます。障がい者の生命、または身体の保護のためという理由につきましては、その具体的な定義が必要ではないかとのご意見でございます。
　次については、この２行目、障がい者も対象にしたサービスがあるということが、なかなか広がらない現実を指摘していただいております。また、レストランのドレスコードのように、障がいのある人、ない人も等しく求められるものでないと難しいのではないかというご意見も頂戴しております。
　次も事業者のご意見でございます。施設の構造上、やむを得ないという理由につきましては、安全性を確保することが必要であり、現状ではお断りせざるを得ないこともあるという実情を紹介いただいております。
　次に、「ほかの客の利用が減る、売り上げが減る」という問題につきましても、これはサービスの内容によって変わってくるところがあり、他のお客の理解が重要となる、というご指摘をいただいております。
　続きまして、「合理的配慮の不提供」になりうる事例についてのご意見です。最初ですが、これも事業者からのご意見でございまして、事例に即してのご意見ですが、エレベーターの設置には高額な費用がかかるので、これの代替手段があるか、ということでございます。その他、電光掲示板や、手話通訳等々の手段の提供に関するご意見でございます。
　１ページめくっていただきまして、次にまいります。これも事例に則しまして、「合理的配慮の不提供」となるかどうかの判断、あるいは過度な負担が問題となるポイントを指摘いただいております。また、代替手法については、聴覚障がい者の方にプラカードを見せる、あるいは手話通訳者を用意する、また、モデルルームの例ですが、車いすの利用者のために敷物を敷く、このようなことを具体的にお示ししていただいております。
　次に、ガイドラインで扱います「合理的配慮の不提供」に関する点でございます。ここで挙げられている合理的配慮として望ましい事例につきまして、事業者としてすべてを網羅することを求められると厳しいというご意見を頂戴しております。
　次ですが、事務局で示しました３点については、もう少し噛み砕いた表現であれば、逆に規範性をもたせたガイドラインであっても位置付けられるのではないかと。あるいは費用負担が過大でなければ、このようなことをしなくてはならないということを明示してもよいのではないかというご意見もあわせて頂戴しております。
　次は、障がい当事者からのご意見でございまして、最後の行でございますが、サービスのシステム構築や事業を計画していく段階から、障がい者の利用を前提とすることを含めたガイドラインにして欲しいというご意見を頂戴しております。
　次のページは、前回会議の資料３の福祉サービス分野におけるご意見です。最初は、サービス提供事業者からのご意見、事例の紹介でございます。障がい者施設を利用する重度の知的障がい者が自宅に帰る途中、他の者を突き飛ばして死亡させたという事例の紹介でございます。
　次につきましては、同じくサービス提供事業者からの事例紹介でありまして、電動車いすの取扱いに関しましては、下の３行でございますが、事業所の利用者の多くが、身体的に弱く判断能力や機敏性の面からも、危険回避が出来にくいという現状をご報告いただいております。
　次でございますが、正当な理由と考えられる一般論化についての意見でございます。下から３行目、福祉サービスの場合、抽象的に事故が心配だから、危険があるから、ということで拒否することは適当でないというご意見でございます。
　次につきましては、一般論化の例として、法令、その他で特別の定めがある場合について記載しております。
　次のページにまいります。「合理的配慮の不提供」になり得る事例でございますが、後ろから２行目、個室ですべき聞き取りをオープンな場所で行っていること、これは「合理的配慮の不提供」になり得るのではないかというご指摘です。
　次では、知的障がい者の方に関しまして、社会経験はあるのに、そのような対応をしていただけない現実をご報告いただいております。
　次には、これらの事例が必ずしも「合理的配慮の不提供」に当らないとしても、このようなことがあるのだということを知っておくべきだというご意見でございます。
　最後でございますが、参考資料の中に不適切だと思われる表現があるというご指摘を頂戴しております。簡単ですが、説明をさせていただきました。
○部会長
はい。ありがとうございます。ただ今の説明内容について、何かご意見はございますでしょうか。よろしいでしょうか。委員から福祉サービス分野の事例についての意見が提出されておりますが、それは前回の議事概要に関連してということと考えてよろしいでしょうか。
○委員
はい。
○部会長
　はい。それではご意見いただけますでしょうか。
○委員
　はい。資料の６ページに「合理的配慮の不提供となりうる事例について」とあります。私は、このとき発言いたしましたのは、（前回会議の参考資料３の）３９番、「個室みたいなものがあるに関わらず」と言ったのですが、あとで関係者に聞きますと、若干事実関係が違っていたということと、私も十分意見を言っていなかったという部分もありますので、事例についての意見ということで、１枚もので報告させていただきます。
　精神障がい者が､障がい程度区分判定の聞き取りで、窓口で聞き取り者が本人に「暴れたことがありますか」というような質問を行い、障がい者は、大変、心を傷つけられたというものがございました。窓口で、市民の面前で、障がいに関わる、また、本人が障がい者であるとわかる質問や、｢暴れたことがありますか｣などの質問をされて、本人は大変、心を傷つけられた｡そのようなことがあったわけです。これは｢不当な差別的取扱い｣に該当するか､該当しないかの観点で見てみますと、委員会の資料では､｢障がいを理由として､正当な理由なく､サービスの提供を拒否したり､制限したり､条件を付けること｣としていることを「不当な差別的取扱い」と言っていますから、これには該当しないと｡しかし､障がい者に専門的に対応する窓口において｢障がい者であることを考慮せず､本人の心を傷つける行為｣を行ったことについても｢不当な差別的取扱い｣と考えるべきではないでしょうか｡｢不当な」とつけるかどうかはありますが、そのようなことに該当するのではなかろうかというのが私の一つの意見です。
　もう一つ、「合理的配慮」につきましては、この事例では､その後､個別に面談できる｢相談室｣を設置したと聞いています。スペースの問題があり､経費も必要となるが、｢均衡を失した、または過度の負担が生じない｣という程度で､｢合理的配慮｣がなされた事例としてご紹介させていただきたいと思って、この資料を提出いたしました。以上でございます。
○部会長
　はい。ありがとうございました。ただ今の意見ですが、事務局としては、どのようなお考えでしょうか。少し説明いただければと思います。
○事務局
　事務局でございます。福祉サービスの分野の事例についてということで、精神障がい者の方が、障がい者程度区分の判定の聞き取りの際に、大変、心を傷つけるような聞き方をされたということです。そもそもこの事例を見ますと、ご本人は大変辛い思いをされたのではないかと思っております。
この事例については、「不当な差別取扱い」として見ていくのか、「合理的配慮」の問題として見ていくのか、当然、そのような議論があるわけですが、そもそも論として、われわれ事務局で見ますと、「不当な差別的取扱い」「合理的配慮」というよりは、窓口での接遇の問題ではないのかというところもあります。窓口で行政職員が対応するにあたって、「府民サービスを提供する」といった意識に立っておれば、他の市民の面前で、このような接遇マナーで、このような聞き方をするのはどうかと思っております。この辺りにつきましては、障害者差別解消法の中で、行政機関において、どのようになすべきかという「対応要領」を定めて、これに基づいて適切に対応することに努めると定めておりますので、今後、大阪府としても、この「対応要領」の策定の検討を進めていこうと考えております。
　ちなみに、障がい程度区分の判定の聞き取りのところなのですが、現在、法律が少し変わりまして、「障がい支援区分」と本年4月からなっておりますが、この障がい支援区分の認定の調査をする際に、どのような心がけをすべきかといったところは、われわれ障がい福祉企画課も所管しているところなのですが、当課で認定調査員を対象に、「どのようなことに配慮しながら聞き取りをするのか」という研修を、毎年させていただいております。
　実は、明日も市町村の認定調査員の方に向けた研修をさせていただくのですが、その中で、常日頃、申しているのですが、聞き取り調査の際は、相手方に対してわかりやすく丁寧に聞き取ること、相手に不快な思いをさせないように、十分に配慮しながら聞き取りを行う必要があると、繰り返し申し上げております。これまでもやってきておりますが、あらためてこのような点につきましても、障がい支援区分認定の調査員の研修におきましては、しっかりと研修をさせていただきたいと思っております。以上でございます。
○部会長
　はい。ありがとうございます。よろしいでしょうか。
接遇・待遇の問題というのは、福祉サービスに限らず、その他のところでもすべて関連する課題で、行政機関も事業者の方も、わかりやすく丁寧に、そして、不快な思いをさせないということをモットーに対応していただくべき問題なのかと思っております。
　それでは次第にしたがって、議題１「公共交通機関､公共的施設･サービス等分野における｢不当な差別的取扱い｣及び｢合理的配慮の不提供｣」について、事務局より説明お願いいたします。
○事務局
　はい。それでは資料２をご覧ください。「事例の検討（公共交通機関､公共的施設･サービス等）分野について」でございます。最初に公共交通機関のことですが､これはバス・タクシー・鉄道・飛行機・航空機等の分野のところを説明させていただきます。公共的施設ですが、これは不特定または多数の者に利用される施設ということでございまして、例えば、プール・博物館・美術館・テーマパーク等々を想定しております。
　公共的施設・サービス等ですが、これは国、地方公共団体、独立行政法人、その他、ガス・電気・水道等の公益事業も含めまして公共的施設・サービス等として括らせていただいております。
　まず、一般論化につきましては、矢印のところから見ていただきたいのですが、障がいを理由として公共交通機関の利用を拒み、もしくは制限し、また、これ以外に条件を付けること、同様に公共的施設の利用を拒み、または公共的サービスの提供を拒み、というかたちで挙げさせていただいております。
　「合理的配慮の不提供」ですが、ここからは点字版では２ページになります。「合理的配慮の不提供」につきましては、前回の商品・サービス分野、福祉サービス分野と同じ考え方になりますので、説明は省略させていただきます。
　その下、｢その１　不当な差別的取扱い｣にまいります。こちらのほうも前提条件については、これまでと同様でございます。
　（１）、点字版では３ページになります。「障がいを理由として、公共交通機関の利用を拒み、もしくは制限し、これらに条件を付ける」ということの事例でございます。
　事例紹介にまいります。（ア）市バスの運転手に「乗らないで」と言われたということでございます。これは拒否事例ということで、例として挙げさせていただいております。
　（イ）は車いすの事例でございます。２行目、「車いすだから」と乗車拒否された。運転手によって乗せてくれる人も多いということで、ここでは具体的な状況は示されておりませんが、例えばタクシーの構造上、やむを得ない理由があったのかどうかがポイントになるものと考えております。
　（ウ）につきましては、ここからは条件・制限がかかった事例として挙げさせていただいております。電車に乗ろうとすると、乗車する車両を駅員さんが決められたということで、電車に乗るというサービスは提供されるが、乗りたい場所について、制限、条件があるという事例でございます。ここのところ、このような条件をつけられることで差別に該当するか、また、正当な理由にあたるか、あるいは負担の程度について、ご見解をいただければありがたいと思います。
　（エ）も同様の事例ですが、電動車いすの利用者で、この場合も、駅の利用、乗車はできるわけですが、すぐに来た電車に乗ろうとすると、向こう（降車駅）と連絡が取れないということで、断られるといという事例でございます。これも先ほどと同様に、すぐに乗れないということについての正当な理由、あるいは負担ということにつきまして、ご議論いただければと思います。
　（オ）につきましては、航空機サービスの事例でございます。膀胱留置カテーテルを付けておられる方が、飛行機に乗る際に、医者の診断書を航空会社から求められるという事例でございます。これは障がい者の生命・身体の保護に関して、「正当な理由」と言えるかどうかということにつきまして、ご意見を頂戴したいと思います。
　（２）につきましては、公共的施設の事例でございます。点字版では４ページの中ほどになります。（ア）の事例にまいります。遊戯施設の事例でございますが、「聞こえない」ことを理由に「アトラクションの乗車を拒否された」ということで、これも拒否事例でございます。
　（イ）につきましては、室内温水プール、市が施設管理している室内プールの入水規則に「おむつを使用している方は入水できないことになっている」ということを前提として、小さいお子さんでも入れるというプールもあるわけですが、この方の場合、「成長してもおむつが必要な人は入水できないのか」ということを質問したところ、「衛生面の問題で無理」という返答がきたという事例でございます。この方は視覚障がい者で、肢体不自由の方でございます。
　次に、（ウ）の事例でございますが、これも同じくプールの事例でございます。市営プールを利用したいと思い、管理者に相談したところ、「家族の付き添いの人と一緒に利用して欲しい」という条件を示されたという事例でございます。このような条件を付けることについての正当な理由の有無につきまして、ご議論いただければと思います。ガイドヘルパーさんにも相談したところ、ガイドヘルパーさんがプールに入れる状況になかったということで、今回については断念せざるを得なかったということになっております。
　（エ）につきましても、条件を付けられていることが論点になります。視覚障がい者がテーマパークのアトラクションを利用しようとしたところ、「中学生以上の介護者が一緒でないと利用できない」という条件が示されたという事例でございます。
　（３）の公共サービスの提供ですが、私どもの募集事例からは該当するものはございませんでした。
　２番は、正当な理由と考えられる一般論化の例になります。点字版では６ページの中ほどになります。例の１、障がい者の生命・身体の保護のためにやむを得ないと認められる場合で、病状・体調が急に変化するおそれがあるため、支障がない旨の医師の診断書を求める場合、これは先ほどの（１）の（オ）の事例を想定して掲載しております。
　例の２、公共交通機関､公共的施設の構造上、やむを得ないと認められる場合でございます。点字版は７ページになりまして、車いすで中に入ると車両や施設を損傷してしまう可能性が高い場合です。これは（１）の（イ）の事例を参照しております。
　例の３、障がいの特性から、他の人に提供されるサービスの質が著しく損なわれるおそれがあると認められる場合ということで、衛生上の理由から、プール内を水着以外、おむつの着用を禁止している場合、上記（２）の（イ）を想定しております。例は、その他の正当な理由がある場合ということでございます。※の留意事項は、前回会議の事例検討の資料と同じものでございます。
　次に、｢合理的配慮の不提供｣でございますが、点字版ではここから８ページに移ります。望ましい｢合理的配慮」の事例と考えられる配慮や工夫の実践例から抜粋しております。
　（１）については、バリアフリーに関することを掲載しております。段差の解消、スロープ、エレベーター、点字ブロック、２段手すり、身体障がい者用トイレの設置等々、設備面の改善例を示しております。
　以下、（２）コミュニケーション・案内・情報提供に関しましても、同様でございます。点字版では９ページの中ほどになります。筆談器、ファックス、コミュニケーションボード等の用意、介助の資格者の設置、あるいは、声かけ、触知図、列車の位置案内等の事例を掲載しております。
　ページをめくっていただきまして、２の｢合理的配慮の不提供｣になり得る事例にまいりたいと思います。点字版は１１ページ中ほど、少し下でございます。
　事例のほうにまいりたいと思います。点字版では１２ページの最初でございます。（ア）の事例は、聴覚障がい者の方ですが、「電車の電光掲示板について、車内放送の内容がわからない」という事例でございます。「駅構内やホームでは表示があっても、走行中の車内では、なかなか表示されていないことが多い」という事例でございます。車内放送に関連して、表示が不足していることが｢合理的配慮の不提供｣にあたるか、それを完全に車掌さんのアナウンスなども含めてすることが、過度な負担かどうかということについて、ご意見いただきたいと考えております。
　（イ）は、バスの事例でございます。「白杖を持っている視覚障がい者に誘導がない」というご指摘をいただいております。この場合、誘導がないことが｢合理的配慮の不提供｣に該当するか、また、その負担は過大なものかという点のご意見をお願いいたします。
　（ウ）の同様の事例ですが、歩行器を利用している方が、町内のコミュニティバスを利用している際のことでございます。「歩行器を持ち上げられず苦労した。乗車したが、運転手さんが手伝ってくれなかった」という事例でございます。この手伝いがなかったことについて、ご意見をお願いいたします。
　（エ）については、ファックスによるタクシーの呼び出しでございます。「ファックスによるタクシーの呼び出しができているということで、一定、聴覚障がい者の方に対する配慮があるという前提で、それ以上に時間が限られている」という指摘がされております。平日でしたら９時から１８時、日曜日・祝日は休みということです。時間帯によっては完全にサービス提供されていないことについてのご意見を頂戴したいと思います。
　１行空けまして、ここからは、公共的施設の事例を４例挙げております。「博物館･美術館で音声ガイドがないというところ、学芸員が説明してくれるサービスがないところが多い」という事例でございます。以下、「動物園で車いすスペースがない」、あるいは、「車いすトイレがなかったり、狭かった」という指摘もございます。（ク）の事例では、「遊戯施設でのアトラクションで、アトラクションの説明ビデオに字幕や手話通訳がない」ということでございます。こうした配慮が何もないということについてご意見をお願いいたします。
　また、１行空けまして、こちらからは、公共サービスのところでございます。公共サービスの事例ですが、（ケ）の事例は、市役所の出張所、ここで電話による証明書の時間外発行、これは昼間に電話で予約いたしまして、時間外にその証明書を受け取るというサービスですが、その際、電話をしたときに「本人でないと対応できない」という事例でございます。
　ページをめくっていただきまして、点字版では１４ページの中ほどでございます。この事例は、「役所の窓口で代筆をお願いした際に、読み上げながら記入していただけなかった」という事例でございます。
　（サ）の事例は、これは警察の事例でございます。「聴覚障がい者の方が車で事故を起こしたときに、ろう者のお話を丁寧に聞いてくれなかった」という事例でございます。聞いてくれなかったということについての｢合理的配慮の不提供｣に該当するかどうか、また、負担についてはどうかということのご意見をお願いいたします。
　（シ）につきましては、郵便局のインターネットでの転居・転送サービス、転居した際に、１年間、転居先に郵便物を届けるサービスがありますが、それをインターネットで予約した際、最後の本人確認が電話のみだったという事例でございます。この下に、これら事例から考えられる配慮４点をまとめて、お示しさせていただいております。以上で説明は終わります。
○部会長
　はい。ありがとうございます。ただ今の説明の内容につきまして、ご意見いただきたいと思います。どなたからでも結構でございますが、いかがでしょうか。
○委員
　いくつか、電話の声で本人確認をするという事例が出ています。なぜ、本人の声でなければ確認ができないのか、そのあたりが私としてはわかりません。電話でするということは、聞こえる人の場合はとても便利だと思います。聴覚障がい者を含めて、ろう・盲、重複の障がい者も声で本人確認をすることは難しいです。そのような事例がたくさんあります。今の社会は、インターネットとか、いろいろな方法が増えております。家にいても手続きができるように変わっていく。聞こえない人には電話は難しいので、身体障がい者にたくさんのバリアがあると思っております。今は、差別にあたるかどうかといえば、やはり差別だと思います。聞こえる方々が私たち聞こえない者を押さえつけている事例だと思います。以上です。
○部会長
　はい。ありがとうございます。今、委員がおっしゃっていただいた問題は、公共交通機関・公共的施設、公共的サービスの分野に限らず、商品サービスの分野にも共通する問題が含まれていて、これをどのような形で、このガイドラインに反映させていくのか課題を頂戴いたしました。事務局と協議して、今のご意見を反映できるような形で検討させていただきたいと思っております。その他、いかがでしょうか。はい、よろしくお願いいたします。
○委員
　ここに出ております事例、一つずつこれがどうなのかということよりも、ガイドラインを作る上では、全体的に物事を考えていったほうがいいと思います。
例えば私の例を一つ挙げますと、乗馬体験というのがありまして、○○市の○○でしたら、全盲の一人でも馬に乗せてくれるのです。「ぐるぐるそこを回って行きましょう」ということで乗せてくれるのです。ところが、同じ乗馬体験でも、○○県の○○に行ったときには、「乗せてください」と言ったら、「悪いですが、乗せることができない」ということなのです。つまり、そこの係員の科学的根拠に基づかない主観的な判断で、そのようなことがされる、されないということがあります。こういうことから、一つの基準というか、それこそガイドラインというものを作っていかないといけないということだと思います。
　今回の事例の中でも、そのようなことがありまして、例えば「中学生でなければ付き添いは駄目です」ということですが、これはいったいどのような根拠で、そのようなことが決められているのか、小学校六年生だったら駄目で、中学校一年生であればいいというのもおかしな話ですし、そのようなことを決めるのに、合理的というか科学的な一つの考え方を以て、各事業者が決めていかなければいけないと思います。
　もう一つ、これは前回にも申し上げましたが、ここで言うところの、車いすをのせると（車が）傷付く云々ということですが、その場合に「合理的配慮」をしていくということは、非常に難しいのかもしれません。車体も改造しなければいけないので難しいかもわかりません。しかし、車両というものを設計していく、製造していく段階で、タクシーならタクシー、バスならバスに、車いすものせるのだという前提でやっておけば問題はないし、それほど費用がかかるというものではないと思います。この前、私は、インターネットに関しての話をしましたが、そのような意味でのガイドラインをどう作っていくのかということだと思います。
　また、どの事例とは申しませんが、ここまで要求するかと、同じ障がい者でも思うようなものがあるわけです。目的を達成するためにと言うと、本人に悪いかもわかりませんが、それほど支障のないことを強く主張していくということは、障がい者が社会参加していく上でプラスになるかということは、非常に疑問があるわけです。今の段階では個々の事例には触れませんが、具体的にはその三つのことを申し上げたいと思います。以上です。
○部会長
　はい。ありがとうございます。これについて事務局、お考えがありましたら、ご説明いただければと思います。
○事務局
　事務局よりお答えいたします。まず、委員がおっしゃったとおり、ガイドラインを作るにあたっては、個々の事例がどうなのかということもありますが、それよりも、そこからエッセンスを抽出して、まさに合理的、科学的な「正当の事由」というのがどのようなところにあるのかということをガイドラインにわかりやすく示していきたいと思っておりますので、先ほどの委員のご指摘を踏まえ、ガイドラインづくりをしたいと考えております。
○部会長
　ガイドラインが紛争の解決に使われる場合には、両当事者に来ていただいて、事業者側については、客観的かつ合理的な根拠をお示ししていただいた上で、第三者の立場で、それが認められるかどうか検討しつつ、このガイドラインにしたがって個別に判断をしていく、その中で、今、委員におっしゃっていただいた「客観的根拠がない」とか「合理的な理由があり得ない」とかという判断が積み重ねられていくのだと思っております。
　公共サービスの分野ですが、これは「合理的配慮」のところで、自治体の事例がいくつか出ておりますが、行政サービス以外で、この分野の公共的サービスにはどのようなものが含まれるのでしょうか。「商品・サービス」が一方で別のジャンルで検討の対象になっていますが、ここでの公共的サービスというのは、どこまで含まれるのでしょうか。
○事務局

　まだ、現段階で確定したものではございませんが、例えば、水道とか電気ですとか、公共的な観点で提供されているサービスなどを想定しております。ただ、現時点の募集事例では、それに該当するものがなかった状態ですので、場合によっては、どこまでを範囲にするか考えなければならないと考えております。
○部会長
　はい。ありがとうございます。
○委員
　部会長、いいですか。
○部会長
　はい。どうぞ。
○委員
　これはどのように考えますでしょうか。公共施設の利用として考えるのでしょうか。
私が生活をしている市で、市民福祉センターというものがありまして、これは市が設置･管理している施設です。指定管理ではありません。行政自らが設置・管理しておるのですが、その中に自動販売機がありまして、この自動販売機に商品名を点字で貼り付けると。これはボランティア団体が協力しようということでやっているのですが、業者にいくら言っても、どんどん品物を入れ替えていく。入れ替えても入れ替えたということをなかなかボランティア団体に言ってくれませんし、点字を貼ったと思うとすぐに入れ替える。売れないと思うとすぐに入れ替えてしまうのです。公共施設の中にある自動販売機というものは、公共性が強いのか、それとも単なる商業行為と考えるのかということがあるわけですが、例えば駅の場合、運賃表というのは点字で作ってくれているわけです。切符を買うボタンにも点字を付けていただいているわけです。これは電鉄会社の責任において付けてくれているわけです。公共施設の中に置く自動販売機は、もちろん業者は何もしないわけです。ボランティア団体がこれをやっているわけで、それがなかなかうまくいかない、これはどのように解釈すればいいのでしょうか。皆さまに一度考えていただきたいと思います。以上です。
○部会長
　商品サービスというジャンルで捉えて、自動販売機設置業者に関わる問題と捉えるか、市民福祉センターの中にある自動販売機なので、設置者である市の責任で、公共サービスの中で、市がきちんと事業者に対して指導するべきものとして考えるか、どちらで争ってもいいのでしょうね。争い方の問題かと思いますが、事務局、いかがですか。
○事務局
　このケースなのですが、典型的な例としてあるのは、例えば公共施設の中で自動販売機を置く場合には、行政財産の使用許可という形態を取っている場合が多くございます。その場合は、行政行為から基本的には切り離して業者を入れているところになるわけで、この場合は「商品・サービス」的な意味合いは強くなってくるのかと思っております。
　また、その自動販売機を設置するときに、（設置する事業者を）入札で決めるというケースも考えられ、その場合、商行為性が強く考えられます。ただ、そのような場所に置くことについては、どれだけ配慮していただけるのかということについて、業者が決定してから、商品の入れ替えについてもどのような配慮がいただけるのか、この場合でしたら、行政と話をしたり、市民福祉センターの立場からどれだけお願いが出来るのか交渉する余地はあるのではと思っております。
○部会長
　はい。ありがとうございます。そのほか意見はございますでしょうか。はい。どうぞ。
○委員
　公共交通機関について、個人的な意見でございますが、述べさせていただきます。
　｢不当な差別的取扱い｣で、（１）の（ア）、（イ）の事例とも乗車拒否に該当するかどうかの事例でございますが、以前にも説明させていただきましたとおり、運転手の断った理由が、乗車拒否してもよい要件に該当すれば、正当な行為として言えるのではないかと思っております。特に（イ）の車いすの場合につきましては、大きさとか、折りたたみ可能かどうか、また、車のトランクに入るかどうか、障がい者が車のシートに移る場合、介助が必要かどうかを聞かなければ判断しにくいところかと思っております。ただ、いずれにしましても、運転手は、断る場合には理由をはっきり言って、乗客の方に理解してもらう必要があるのかと思っております。「じゃまくさいとか、手間がかかる」という理由だけでは、当然ながら｢不当な差別的取扱い｣に該当するものと考えられるところでございます。
　次に、（ウ）のところでございます。この頭の部分で「電車」という言葉と、後に出てくる「車両」という言葉が出てきます。これが同じ意味であるとして、一般的な列車の意味で考えて見ますと、障がいを理由として公共交通機関の利用を制限するというものに該当すると思われるところでございます。ただ、駅員さんもこのようなケースでは、事前に連絡体制を整えてマニュアルに沿った行動を取られたものではないかと考えられます。なお、乗客の方も出来るだけ早く、希望・要望を具体的に伝えられますと、このようなケースに至らなかったのではと考えられるところでございます。
　次は、事務局に対してでございますが、（エ）のケースは、（ウ）の鉄道とよく似た事例でございまして、ほかに公共交通機関の事例の中で、もう少し障がいを理由とした差別事例にふさわしいような事例がなかったのかと思うところでございます。
　次に、｢合理的配慮の不提供｣につきまして、公共交通機関について述べさせていただきます。
　４ページになるかと思います。（ア）の電光掲示板についてでございますが、このような場合、ほかの乗客の方と筆談する方法もあるのかなと思います。
　あと（イ）のバスの関係で、白杖を使用している方の場合、バスに乗車するとき、バスの入り口にインターホンが設置されているではないかと思っております。乗車の際、その旨、運転手さんに伝えられる手段もあるのかと思っております。
　また、事前に乗るバスを連絡して、その辺りの連絡をされれば、一定の対応はなされるのではないかと思っております。運転手さんもワンマン運行されておりまして、安全運行はもちろんのこと、運転中に確認することがいろいろ多くありまして、白杖を使用する障がい者に気がつかないときも考えられます。ただし、ここの部分の行為につきましては、配慮に欠けているのではないかと思っております。
　次に、（ウ）の町内のコミュニティバスでございますが、町営のコミュニティバスにつきましては、自家用車の白いナンバープレートのものと、営業車の緑のナンバープレートのものに分かれておりますが、この場合、運転手さんの教育につきましても、若干差が出てくるのかと思われますが、いずれにいたしましても、この事例は配慮に欠いた行為と思われるところでございます。
　（エ）のタクシーの関係でございますが、法人タクシーか個人タクシーの違いによりまして、営業時間も決まっているところでございまして、取扱いに違いが出てくることも考えられます。ただ、この事例で｢合理的配慮に欠ける｣と言われれば、「どうすれば配慮に欠けないのですか」という質問に対しまして、答えが出てこないのではないかと思います。この場合、２４時間対応をすればいいのですが、そのようなことは不可能でございますので、少し事例にふさわしくないのではと思うところでございます。以上です。
○部会長
　はい。ありがとうございます。今のご意見について、委員の方で関連したご質問、あるいはそれに対するご意見などございますでしょうか。はい。どうぞ。
○委員
　大変申し訳ございません。私、５時半に退席しなければならないので発言させていただきたいと思います。
　先ほど委員が言われました、差別的取扱いの判断ですが、事例を一つずつ検討していっているのですが、それを、このような状況で、という形で整理できないのかと思って考えてみました。「差別的取扱い」とする場合として、大きく三つの区分ができるのではないかと思います。
　一つは、先ほども「理由がわからない」との意見が出ているのですが、理由を言わずに拒否とか、制限するとか、条件付けをするということは、明確な「差別的取扱い｣になるという形で整理してはどうかと思います。先ほどありましたように、「もう乗れませんよ」というかたちがあったり、あるいは後の参考資料のところでは、非常に悪意のあるような発言とか拒否がありました。そのようなことも含めて、理由を言わずに拒否するというようなことは、理由を説明しない、あるいはしようとしないことは、明確な「差別的取扱い｣というかたちで、一つの区分を作ったらどうかと思います。
　その関係で、５ページにあります「合理的配慮」の中の（サ）ですが、車で事故を起こして、聴覚障がい者の方が、警察官に面倒だと言わんばかりの態度で聞いてもらえなかったことですが、これは配慮というよりも、明確に理由も言わずに拒否する、あるいは面倒くさがって意見を聞かないということは「差別的取扱い」の事例になるのではないかと思います。このような、理由を言わずに拒否するということが一つ目です。
　二つ目は、先ほども出ていますが、理由が正当かどうかという判断です。飛行機への搭乗のときに診断書の提出が必要ということを条件にしているという事例がありました。また、電車に乗れるか、乗れないかということ、その判断の基準は、一つは物理的な問題として、条件的に乗れるか、乗れないということです。もう一つは、意識とか組織の問題があるかと思います。こちらの（鉄道会社の）電車では乗れるのに、別の（鉄道会社の）電車では乗れないということとなれば、それは「差別的取扱い」になるのではないかと思います。ただ、事業者の規模の問題とか、あるいは駅の構造の問題とか、従業員の方の問題とかがあって、明確な理由があったり物理的に無理だという理由がある場合は除きますが、やはり他の機関・組織で出来ているのにこちらではしないということは、理由がなければ「差別的取扱い」になるのではないかと思います。その点で、この理由が正当かどうかということを二つ目には区分できると思います。
　三つ目は、「盲導犬に理解がなくて拒否した」という事例にあるように、障がい者に係るいろいろな制度への理解への不足ということは、これもきちんと理解をしていないということで、結果として「差別的取扱い」になるということで、この三つのような大きな分け方で、「このような場合は差別になる」と整理してはどうかと思っております。
　私、この後の「住宅」、「情報・コミュニケーション」のところが出席できなくて申し訳ないのですが、同じようなかたちで整理していけると思います。「障がい者だから」という理由で入居を拒否されている事例がたくさんありました。「精神障がい者の方は、近所が反対するから入居させない」ということで、入居に関わっては、周りの人の問題ということも入ってくるので、このあたりは本当に合理性があるのかどうかです。「精神病だからと言うと入居を拒否された」というたくさんの事例がありました。ここはきちんと理由を説明して、どうしましょうということの話し合いをしないまま拒否しているということは、差別になるのではないかと思います。
　最後に、交通のところで、「精神障がい者の交通割引がない」ということが事例として出されていると思います。ここは、身体障がい者の方に割引がある理由は何なのかということです。「介助者がいるから」ということでしたら、これは参考資料のところに、精神障がい者の方で介助が要るのに割引がないという事例がありました。介助が要る場合に割引がないということは、他の割引のある方との均衡を逸しているのではないかということはあったりします。ちょっと不十分な発言でだけで、大変申し訳ないのですが、このようなかたちで、理由を言わずに拒否するということは「差別的取扱い」になるとか、理由として物理的な問題として無理があるとか、あるいは意識とか組織の問題として、他のところでは出来ているのに、ここでは出来ていないということは「差別的取扱い」になるのではないかということ、三つ目には、障がい者制度への無理解というか、そのことによって、別の取扱いをしているのは、「差別的取扱い」になるのではないかという整理を、一度考えたらどうかと思います。以上です。
○部会長
　ありがとうございます。ここの分野でもそうなのですが、正当な理由が認められる場合の一般論化や例を非常に狭く解していますので、これら以外のケースで利用の拒否や制限をした場合は差別になると。制度についての理解不足であったり、同じ程度の事業者が他ではしていて、その業界で言えば技術的にもそれほど問題がないものを拒否しているとか、まったく理由も説明もせずに拒否をしているというのは、「正当な理由がない」と一般的に考えられると思っております。
　もう一つ、委員がおっしゃっていただいたのも非常にごもっともなのですが、そもそも事例を集めてこの事例を整理するかたちでガイドラインをまとめてきておりますので、本来的には、「このような理論的な事例があり得るので」という整理の仕方もあると思います。事例としては寄せられていないけれども、このようなことが考えられて、「これはいけません」とか「認められる場合には、このような条件が付くはずです」、「このような条件が必要です」という整理もご指摘のとおりあった方がいいのかもしれません。もう少し事務局と協議しながら、わかりやすいガイドラインを考えてまいりたいと思います。
今のご意見は、いただいた事例だけにこだわる必要がないということですね。
○委員
　そうです。ある程度、条件とかで整理していくと、今度は逆に基準でもって、いろいろな事例を当てはめていけると思いますので。そのような意味です。
○部会長
　ここで取り上げる事例としては、もう少しいい事例があるはずだとのご意見もありました。もう少しわかりやすい事例、誰もが「これはおかしい」と言えるような事例があるはずで、ここに挙げられているのはグレーゾーンのものが随分入っているので、今挙げられている事例には、誤解を呼んだり、あるいは反論が必要であったりというものが入ってきてしまっているということで、その辺り、今後、少し工夫が必要かもしれません。
　今、委員のご意見にもありましたが、（サ）の事故時における警察の調査、調書作成に係る事例が５ページに挙げられていますが、これについて、大阪府警では、どのような対応をされているのか、事務局でご用意がありましたら、ご説明いただきたいのですが、いかがでしょうか。
○事務局（府警本部）

よろしくお願いいたします。
　当該事例の場合、筆談で対応する、又は手話通訳員による通訳を実施する等の配慮が必要であったと考えます。手話通訳員につきましては、平成２６年５月現在、府警内に４６人指定しておりまして、必要の都度、現場等へ派遣し、対応するようにしております。また、犯罪に関係する場合や府警職員での対応が困難な場合は、民間の手話通訳員の方に対応を依頼しております。なお、府警内の手話通訳員の養成については、毎年、部外からの講師を招いて、研修を実施し、日常業務における対応が可能な手話通訳員の養成を図っております。以上です。

○部会長
　はい。どうぞ。
○委員
　この事例が公共サービスの分野に入っているということなのですが、今の調書のことなどについては、司法手続きの関係として出てくる問題なので、この部会では扱わないということが最初に整理をされたかと思います。ここに入ってきているということは、この部会で、警察の手続きも公共サービスに入れるという理解でいいでしょうか。
○部会長
　はい、ご意見ありがとうございます。警察が行政と考えていたのですが、広い意味で司法に入るということなのですね。事務局、いかがでしょうか。
○事務局
　事務局でございます。この部会での検討にあたりまして、第１回目の会議でご質問いただいた件と思いますが、警察の分野でも司法手続きに関わる分野がございますので、そのような分野については国の主管になりますことから、国の議論というのも引き続き見ていきたいということで、まず大阪府においては、府民生活に関わる８分野を対象にということで議論を進めております。ただ、障害者差別解消法につきましては、行政機関につきましては、これには警察も入っているわけですが、行政機関がどのような対応をすべきかという対応要領を定めて、これに基づいて適切に対応していくことに努めるというように法律で規定されておりますので、今後、対応要領の策定の検討というところを考えていかないといけないと思っております。
　今回、５ページの（サ）で、車で事故を起こしたときの警察の調書作成に係る事例を挙げているのですが、ここでは、司法手続きの場面としてクローズアップしたというよりは、調書を取る際に、何らかの配慮が出来たのではないか。筆談であったり、先ほど説明がありました手話通訳員を派遣するといったような配慮が出来たのではないかという議論があるのではないかということで、事例として挙げさせていただいております。
○委員
　検討の対象に入れていただいていることについては、前向きでよいと思います。
○委員
　すみません。
○部会長
　はい。どうぞ。
○委員
　この事例なのですが、聞こえない人の場合の警察の調書作成ということで、手続きの問題なのでしょうね。この事例では「面倒だから」ということですが、似ている例が実際にあったのです。昨年のことでしたが、聞こえない人、ろうあ者が自転車で走っているときに警官が来られました。晩のことで、多分、無灯火だったのかと思いますが、女性の警官に止められました。本人が「耳が聞こえません。筆談をお願いしたいです」と言うと、そのときにその警官がおっしゃるには「筆談は無理です」ということで、喋るだけだったのです。結局、本人は警官とトラブルというか、けんか気味になってしまいまして、調書の方には「止むを得ないので任せる」ということでハンコを押して検察までいってしまったのです。後で検事と会って、その調書を見ると、自分の言いたかったこととはずれていて、非常に怒ってトラブルになったということがあります。そのときに、我々の協会に相談を持ってきてくれたことがあるのです。要するに何を言いたいかといいますと、実際に、ろうあ者には言いたいことがあっても言えない人がいるのです。手話をするろうあ者でしたら、府警本部から説明があったように、手話通訳員の派遣をしていただければいいと思います。しかし、今、お話をしたろうあ者の場合は、年をとってから聞こえなくなった人ですので、声は非常にきれいに出るのですが、手話は逆に難しい方でした。聞こえる人から見ると、声がきちんと出ているので、逆に言うと、なかなか声がうまく出ないろうあ者は手話が必要という思い込みがあるかと思います。現状は違うのです。その女性の警官は思い込みで、その方が声がきれいに出るから、しゃべれば聞こえるはずで筆談などいらないということで、話をするだけだったのです。その警官の所属している警察署に私が行きまして、「その警官に会ってお話がしたい」と要望を出したのですが、警察署では会わせてくれなかったのです。警察の中の組織できちんと「ろうあ者にはいろいろなタイプがいるので、そのような指導をしましょう」というお返事だけで、途中で終わってしまったのです。
　まず大事なことは、ろうあ者にはいろいろな人がいるということ、手話が必要なろうあ者もいれば、手話がわからないから筆談を希望する人もいます。いろいろな人がいますので、コミュニケーションをきちんと配慮していただく必要があると思います。ろうあ者イコール手話をする人ではないということが広がっていけばと思っています。
○部会長
　はい。ありがとうございます。
○委員
　よろしいでしょうか。
○部会長
　はい、どうぞ。
○委員
　私は長年、団体活動していて、いろいろな警察官と接触する中で痛感することは、警察というところは、他の行政機関、例えば府庁なり、教育委員会、市町村などと比べて、全体的に公務員としたら、邪険で横柄です。私たちの団体が今度、府と交渉をするとき、警察も出てこられるので、そこで言います。この問題とは直接には関係ないことですが、府民に対して邪険に横柄にする人が多いのです。そのことについて、警察との交渉の中では「教養課がきちんと指導します」といつもおっしゃいます。「このように指導しています」と言われますが、やはり邪険で横柄という態度は変わらないです。そのような、府民に対してのものの見方というのが、結果的に、今のような事態に結実してくることだと思います。あえてここでお尋ねいたします。やはり犯罪捜査というものあるいは社会的治安、秩序を守るという観点から、警察は、国民のためには横柄な態度を取ることの方が効果があるのかとそのように思っておられるのでしょうか。
○部会長
　はい。事務局、よろしくお願いいたします。
○事務局（府警本部）

警察は治安維持のため、日々、取組んでいるわけですが、当然、府民の方のご理解、ご協力がないと成り立ちませんので、本当に、府民の方に対する接遇につきまして、障がい者の方も含めてきちんと対応していかなければいけないと思っております。このことにつきましては、先ほども委員からご指摘がありましたが、教養課で指導しているということなのですが、繰り返し、今の意見を含めまして、また、持ち帰りまして、反映していきたいと思っております。
○部会長
　はい。ありがとうございます。この法律が施行されたあとの場面を考えますと、このようなことが起こりますと、それぞれの相談窓口に話がいって、相談窓口あるいは第三者の機関が、事実関係を少しお尋ねになって、どのような対応をしたのか、それが差別にあたるのかという判断をしていくことになるのでしょう。その中で、今後は「指導します」ではなくて、どのような結果が出たのかというところの体制の改善まで求められていくのかもしれません。この法律が差別解消に向けたきっかけ、テコになればいいと思っております。
　はい。それではここで休憩を取らせていただきたいと思います。再開は６時でよろしいでしょうか。はい。６時から再開させていただきます。
（休　憩）
○部会長
　それでは再開したいと思います。
○委員
　すみません。二つほどわかっていただきたいことがあります。資料２の４ページ、２（ア）の電車の中の事例に関して委員がおっしゃいましたことに関してです。電車内に字幕というか電光掲示板がない場合で、車内放送がわからないときは、隣の人とか前の人に筆談をすればいいというご意見を話されましたか。確かに一つの方法としてはおっしゃったとおりですが、最悪の場合は真っ暗になっている場合もあります。そのようなときに、突然、電車が止まりましたら、電光掲示板だけがわかる手段ですので、そのケースに合わせた「合理的配慮」が必要だと感じます。
　また、ろうあ者にも手話が出来ない人、手話が得意な人、筆談が出来る人、逆に筆談が難しい人、そのような方がたくさんいらっしゃいます。様々なろうあ者がいるということは、先ほど、警察の事例に関してお話ししたとおりです。
筆談で解決するという方法だけではなくて、電車の事例の場合は、電光掲示板が問題ということで、その範囲で言いますと、私は電車に乗っているときに突然止まったという経験は少ないのですが、経験した聞こえない人の話です。電光掲示板に「人身事故で止まった」ということで出ていたが、後、どれぐらいで復旧するのかという詳しいことの字幕がなくて、とても困ったということでした。ろうあ者には、様々な人がいるということを理解して欲しいということです。

二つ目は、府警本部から話がございましたが、警察の中に手話の勉強をした方がおられるということはわかりました。その手話ができる警察官が、何かあったときに行くという話でしたか。
○事務局（府警本部）
　状況に応じまして、手話のできる通訳員という者がいますので、その者が現場に行って、対応するようにしております。場合によっては、他の業務中で対応等できない場合もございますので、その場合は、民間の手話通訳員の方にお願いする場合もございます。
○委員
　確認させていただきます。人権の問題があると思います。ろうあ者、聞こえる人の場合でも同じですが、例えば犯罪に関して犯罪者になる場合もあり、警察官が取り調べます。取り調べを受けるときに、警察は取り調べる側であって、取り調べる側の手話通訳者が行くのではなく、第三者の立場の手話通訳者が必要だと思います。中立的な立場の手話通訳者が必要だと思います。

ただ、交番にろうあ者が来て「道がわからない」と尋ねられたことに、手話で対応していただくのは別です。そのようなケースは別ですが、取調べの場合、今日の議題とは違いますが、司法関係の場面では、必ず第三者的な手話通訳者が派遣されるべきと思っております。警察側の手話通訳者が行かれると、不利になるケースもございますので、そのあたり、合理的配慮していただきたいと思います。
○部会長
　はい。よろしいでしょうか。検討いただきまして、また、別の機会でお答えいただければと思います。
　それでは再開させていただきます。議題２の住宅分野の事例の検討でございます。事務局からご説明いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。
○事務局
　資料３をご覧ください。住宅分野でございます。
差別の分類、一般論化ですが、不当な差別的取扱いとしては、障がいを理由として、住宅の賃貸等を拒み、もしくは制限し、また、これに条件を付けることとさせていただいております。主に挙がってくる分野は賃貸案件でございまして、販売も含まれる可能性がありますので「等」を付けております。　　

その下、｢合理的配慮の不提供｣については、これまでと同じ表現です。
　その１ 不当な差別的取扱いにつきまして、点字版では２ページになります。事例にまいりたいと思います。点字版では下の方になります。１の（ア）の事例から説明申し上げます。（ア）は、お母さんと障がい者のご本人が二人暮らしであったが、お母さんが亡くなり、単身生活になった結果、管理会社から「障がい者が一人で住むことは困るから出て行って欲しい」と言われたという事例でございます。これは、現に住んでいる方が、拒否をされる事例として挙げさせていただいております。
　（イ）の事例は、直接住んでいない事例で、知的障がい者の方で普段は施設に入所していますが、月に１回か２回は自宅に戻ってこられると。ところが障がい者が、ときどき障がい特性により奇声を発するということなのですが、それが迷惑行為ということで、近隣から不動産業者に苦情が入るという事例でございます。不動産業者は「障がい者のために住宅を提供するのは困る」と再三退去を迫っているという事例でございます。
　（ウ）の事例は、グループホームとして借りようとするという事例で、精神の病気とわかると、契約時に大家さんに断られてしまったというものでございます。
　（エ）の事例につきましては、精神障がい者のいる家族が、すでにアパートに住んでいたわけですが、家主が「精神障がい者を含んだ家族と言われていなかった。知らなかった」という理由で、退去させられたという事例でございます。
　次に、（オ）の事例ですが、点字版は４ページになります。不動産屋で「精神障がい」と一言でも言うとうまくいかないという事例でございます。
　（カ）の事例に関しましては、視覚障がい者の方の事例でございますが、視覚障がいのためにアパートへの入居を断られるというものです。「火の用心のために」という、やや抽象的な理由で断られることがどうかという点について、ご意見を頂戴したいと思います。
　（キ）の事例につきまして、２ページにまいります。住居入居の支援の際、精神疾患ということで、入居のための審査として、大声を上げる又は壁をなぐる行為をした事があるか等の質疑応答があったとの事例です。また、保証人の数を増やされたりするという事例でございます。これらのことが「正当な理由」にあたるのかどうかということについてご意見を頂戴したいと思います。
　２としまして、「正当な理由と考えられる一般論化」の例をお示しさせていただいております。（例１）でお示しさせていただいておりますのは、建物の構造上、やむを得ないと認められる場合ということで、アパートの物理的な構造上、車いすでは中に入ることができない場合というのを示しさせていただいております。ただし、退去時に現状回復していただくという制約を前提に建物の改修を認める等の「合理的配慮」の提供ができないかについては、十分に検討をする必要があるというただし書きを付けております。
　（例２）でございますが、現在、「その他」の中に入れておりますが、例えば成年後見制度の利用を入居の条件として求めた場合はどうかということを提案させていただいております。「契約がうまくできない」という理由であれば、逆に成年後見制度を利用すれば、そのような適正な契約が交わせるわけですので、そのようなことを条件で示されたときに、それは「正当な理由」にあたり得る可能性があるのではないかということで掲載させていただいております。
　次に、｢その２　合理的配慮の不提供｣にまいりたいと思います。｢合理的配慮の不提供｣についても事例から説明させていただきます。点字版は６ページの真ん中より下の方になります。「家を借りるのに契約するとき、緊急の連絡は電話のみで対応できず契約ができなかった」というケースです。これは聴覚障がい者の方ですが、電話のみの対応とすることが｢合理的配慮の不提供｣に当たるかどうかということについてご意見をいただきたいと思います。
　（イ）の事例は、理解力が低いご本人が、大家さんが「何月までに出て行ってもらわないといけない」ということで、詳しい説明もなく、本人が困っているという事例でございます。この事例に関しましては、ご本人に対して丁寧な説明がなかったことについて「合理的配慮の不提供」に当たるのか、あるいは「過度な負担」があるのか、また、この場合につきましては、例えば、中立な第三者の立会により説明に配慮するというようなことができなかったのか、また、それをしないことが｢合理的配慮の不提供｣に当たるかという点で、ご意見を頂戴したいと思います。説明は以上です。
○部会長
　はい。ありがとうございます。事例は賃貸のケースがほとんどなのですが、住宅の分野で言えば、「等」に含まれるものは、販売もそうでしょうし、仲介なども含まれるでしょうね。これについて、ご意見ありますでしょうか。
○事務局
　本日、住宅部局にご出席いただいておりますので、この件に関して、補足説明をお願いいたします。
○部会長
　はい。それではその取組みを住宅まちづくり部の担当課の方から、ご説明いただこうかと思います。お願いいたします。
○事務局
私どもの課は、宅地建物取引業法に基づいて、宅地建物取引業者を指導監督しているセクションでございます。その指導監督、行政指導とか監督処分を行うに際しての指導監督基準というものを大阪府では定めております。この指導監督基準におきまして、宅地建物取引業者が賃貸住宅の仲介にあたりまして、入居申込者が、外国人、障がい者、高齢者、又は母子家庭や父子家庭であるという理由だけで入居申し込みを拒否した場合は、必要な指導等を行うことがあると規定しております。
　この規制の対象でございますが、宅地建物取引業法は、不動産業、いわゆる不動産業全部を対象として規制しているものではなくて、不動産業のうち、宅地建物の売買や賃貸の仲介を規制対象としております。従いまして、例えば家主さんや住宅管理業者、賃貸物件を管理している業者の行為については、規制の対象外になっております。
　どのような行為が規制の対象になるかということでございますが、例えば宅地建物取引業者が、障がい者の方からの入居申し込みに対して、「障がい者に紹介する物件はない」と断った場合などが指導対象となります。ただ、実際に家主の意向による場合など、さまざまなケースがありますので、双方の事情聴取などを踏まえて、事実関係を確認した上で、指導の対象になるかどうかを判断することになります。
　一方、大阪府では、宅地建物取引業者自らによる入居差別とか同和問題などの人権問題解決に向けた主体的な取組みを進めていくために、人権推進指導員という制度を設けるなど、宅建業における人権尊重のための啓発を行っているところでございます。以上が、簡単ではございますが、現状の取組みと法律の規定、枠組みということでございます。
○部会長
　はい。ありがとうございます。すでに現行法でも、障がいを理由とする建物の賃貸・販売などにおける「差別的取扱い」は法令で禁止されていて、府としても指導をしているということの説明でございました。
　事例には、知的障がいの方のものがいくつか出てきていますが、これらに関しまして、ご意見ございますでしょうか。
○委員
　はい。知的障がいのある人というのは、グループホームとか、アパートとか府営住宅に住むことが多いというのが実情なのですが、その中でも、入居者というか、その階の上下の人との関係がなかなかうまくいかなかったり、向かいの人から、カーテンが少し開いていて、スーパーの袋が見えていたのですが、「いつも覗かれている。気持ちが悪い」という話があったりすることがあるわけです。
他にも生活音のことで、何時からは洗濯機は使わない、お風呂には入らない、お掃除はしないとしているのですが、普通の音でも、それが非常に誤解されやすくて、必要以上に苦情がくるという話がありまして、お世話をされている方とか事業所の方は、とても気を使って理解を求めに行っているのが実情でございます。努力はしているし、いろいろしているのですが、やはり誤解というのがあるのかと思います。
　また、身体障がい者の方では、家で一人で入浴することがなかなか難しくて、訪問介護とか、機械を置くとか、そのようなものを入れると、必要以上に音がするからということでも苦情がきたりするのです。他の人たちは毎日入浴しますが、そのような人たちは毎日入浴するのではなくて、訪問を受けて機械を貸していただいているのですが、それも「異常な音がする」と言われたりとか、住みにくいということは感じることがあります。以上です。
○部会長
　はい。ありがとうございます。そのほかご意見ございますでしょうか。
○委員
　私どものセンターで聞く住宅に関する相談というのは、施設とか病院から退所・退院される際に、地域移行の場面で住宅を確保するという中で、なかなか自身の住宅が確保できないという内容で、「保証人を確保できないということで行き詰まってしまう」という相談はよくお受けしております。
その中で、不動産会社との交渉であるとか、保証会社を活用するとか、公的な保証人制度など、なんとか苦心しながら対応されている状況だと思います。

今回、「２　正当な理由と考えられる一般論化の例」の（例２）で、その他の正当な理由がある場合ということで、「成年後見制度の利用を入居の条件として求める場合」というのがございますが、ここに関しまして、今の事務局のご説明では、いわゆる判断能力がない方、欠けている方に対して、契約が成立しないような場合でも、この後見人をつけることによって契約が成り立ち、賃貸契約を結ぶことができるという前向きな意味合いでの活用としては、正当な理由となると思います。

ただ、この成年後見制度の対象となる部分で、判断能力というのは３段階で考えられておりますので、後見人がつく場合の方については、今、おっしゃったようなシチュエーションがうまく適合できるかと思いますが、判断能力が著しく不十分な方に対しては保佐人がつくとか、判断能力が不十分な方で補助人がつく場合も、法定後見制度の中に含まれるのです。
後見人がつく方以外では、不十分かもしれませんが、ご本人の意思であったり、判断能力というのがございますので、そのあたりをどこまで一律に、考えるのか、考えないのかということを十分検討する必要があるのかと思います。
一言で言ってしまえば、このような文章になると思いますが、この成年後見制度の中で、ご本人の判断能力の状況とか、どのような状況で契約を結ばれる状況になっているのかなど、もう少し具体的にはっきりとさせた上で、検討する必要があるのかと思います。
　成年後見制度を利用される中で、プラスの面もあるし、法律的な行為が制限されるというマイナス面もございますので、そのプラス・マイナスも含めた十分な検討が必要かと思います。以上です。
○部会長
　はい。ありがとうございます。事例によっては、保佐、補助の場合は、成年後見制度の利用を入居の条件にする場合には、正当な理由が認められないケースもあるのではないかということでございます。その他、いかがでしょうか。はい。お願いいたします。
○委員
　１ページ、不当な差別的取扱いとなりうる事例の（カ）で、「視覚障がい者が、火の用心を理由に入居を断られた」というところがあるのですが、障がい者は火事を出すかもしれません。しかし、これは、健常者も出すかもしれません。問題は、統計的にどれぐらい視覚障がい者がたくさん出すかということが問題だと思います。単に。視覚障がい者が火を使う場合に危ないのでというのは理由になりません。やはり、例えば、このようなことで視覚障がい者は健常者に比べて３倍火事を出しますよということを立証してもらわないと、根拠にならないと思います。
　もう一つは、これは非常に立証は難しいですが、障がい者の入居を拒否する理由として、「こんなことがあるので、あのようなことがあるので」といろいろな例を挙げていますが、そうではないのです。初めから障がい者は入れたくないのです。入れたくないのに、何らかの理屈をつけないといけないから、「こんなことがある。あのようなことがある」と言っているわけです。
　私が言っている「障がい者を入れたくないと思っている」ということを立証するということは非常に難しいですが、あくまでも主観です。感覚的なものですが、会議からいろいろな話を聞いていると、そのようにしか考えられないようなことなのです。やはり障がい者という者が、この社会で一緒に生活しているということを、広く啓発を進めない限り、この問題は難しいと思います。きょうの主題とは違うことを言ったかわかりませんが、以上です。
○部会長
　事務局の整理からしますと、障がいを理由とした賃貸等を拒む行為については二つの正当理由しか挙げておりませんので、建物の構造上やむを得ないと認められた場合と、その他の場合で言えば、後見に相当する場合であれば成年後見制度の利用を入居の条件と認めるもの以外は、その正当性の立証は事業者側にあると。それを第三者が見て、十分に説得できる理由だと認められない以上は、基本的に「不当な差別」になるという理解でよろしいでしょうか。はい。ただ今、委員が言っていただいた、「火事を起こす可能性がある」という理由だけでは正当な理由とはいえないと考えることが出来るのではないかと思います。
○委員
　あまりにも精神障がい者が入居を断られたという事例がたくさんあり、ちょっと悲しくなります。私たちも「グループホームを作ろうとしたときに断られた」という話は聞いておりますが、例えば、１の不当な差別的取扱いとなりうる事例の（エ）のように、家主から、精神障がい者の含んだ家族だと言われていなかったので退去させられたということは、許されていいのでしょうかという気持ちになります。
　大阪府も、いろいろな取組みをしておられるという話を聞きましたので、今後、そのようなことを進めていかなければいけないということです。
　もう一つ、参考資料５に関係法令が出ていますが、これを見ますと、障がい者の権利に関する条約が出来てからといいますか、それに関連する法律とか県の条例で「このようにやっていこう」となっているということですから、法令の分野で言うと手が付けられ始めたということもあります。このようなことについて、もう少し、今日のテーマでないかもしれませんが、いろいろ議論しながら、もう少し、皆さんに理解をしていただくようなことをやっていかないと、なかなか進んでいかないのではないかという感想を述べさせていただきました。
○部会長
　はい。ありがとうございます。今回、障害者差別解消法、ガイドラインは、事業者による障がい者差別が対象となっておりますが、家主が貸したくないというのは、入居を拒否する正当な理由になるのでしょうか。事務局はどのようにお考えですか。
○事務局
　家主につきましては、先ほどの説明とは異なりまして、宅建業であれば宅地建物取引業法という業法があります。業を営むには免許を取らなければいけないということがありますが、家主につきましては、そのような業法がないということで、われわれとしても、家主さんがどれほどいるのか、なかなかそのようなことを把握しにくいというのが実情となっております。
そのような中でも、やはり入居するかしないかということにつきまして、最終的な判断は家主さんにあるということなので、入居拒否をしないように、いろいろな啓発をしております。直接、家主さんに対して、いろいろな啓発をするチャンネルがないものですから、やはり宅地建物取引業者を通じて家主さんにいろいろな啓発をしていると。私どもとしても、「障がい者であることのみをもって入居を拒むことは、これは差別にあたります」という啓発を行っている状況でございます。
○部会長
　はい。障害者差別解消法の事業者の範囲をどうとらえるかということにつきましては、引き続き検討してまいりたいと思います。それ以外にございませんでしょうか。
少し時間の関係もございますので、最後の議題「３　情報・コミュニケーション」分野における「不当な差別的取扱い」及び「合理的配慮の不提供」について」に移りたいと思います。事務局から説明お願いいたします。
○事務局
　資料４をご覧ください。情報･コミュニケーションの分野の説明をさせていただきます。最初に情報･コミュニケーション分野につきましては、これまで前提としましては、参考資料１に示しておりますように、公共交通機関等を始めとしまして、福祉、商品・サービス、住宅、医療、教育、雇用と並んで８分野の一つとしてお示しさせていただいております。いずれも対象となる事業者というのは、どこかにあてはまるかたちを想定しております。
その中で、情報･コミュニケーション分野に関する事例につきましては、内容によっては住宅なら住宅、医療なら医療という分野にも重複してあてはまる状況になってございます。今回、情報・コミュニケーションについては、例えば福祉なら福祉であてはまる事例に関しましては、そちらに入れて、整理をしたということにしております。
　先ほどの警察の事例では、公共サービスのところでいったん整理させていただいたところです。現在、事例として挙がっておりますが、これまでは、どことも事業者が特定しがたいものなどが残ってきている現状になっております。
　また、この情報･コミュニケーション分野の取扱いについても、そのような基本的には重複、相手方の事業者側から見れば、分野的には重複するということで、今後の取扱いについて、ご相談させていただくことになろうかと思います。現段階では他の分野に当てはまらないものについて、ここでは事例として挙げさせて頂いております。
　一般論化の説明です。一般論化につきましては、この情報･コミュニケーション分野に関しましては、二つの点で分類しております。
一つは、情報の提供を拒んでいるか、あるいは情報を受け取ることを拒んでいるかというところと、もう一つは、情報の出し入れのところ、現在、二つの類型で書かせていただいております。「障がいを理由として情報の提供を拒み、もしくは制限し、これらの条件を付けること」と、「障がいを理由として、情報を受けることを拒み、制限している、条件を付ける」という２点で、一般論化させていただいております。
　｢合理的配慮の不提供｣に関しましては、他の分野と同じでございます。
　事例の説明にまいります。その１の１、（１）（ア）をご覧ください。点字版では３ページの真ん中、やや上になります。会議のときにみんなには墨字の資料を配っているのに、「あなたには見えないから、いらないはね」ということで配ってくれなかったという視覚障がい者の事例です。
　（イ）も視覚障がい者の事例ですが、「説明会でヘルパーさんの同席が許されなかった」ということで、通常、説明会というと、何らかの資料を配られるということを想定いたしまして、同行援護が受けられなかった事例とみなして、書かせていただいております。
　（ウ）は、聴覚障がい者の事例ですが、聴覚障がい者のコミュニケーションの方法が理解されない、筆談を面倒くさがってしてくれない、補聴器を付ければわかるものと思われている、口話法を全員が知っていると思われている等々の誤解をされるということを訴えておられる事例を掲載しております。
　（２）ですが、点字版では４ページの上から少し下のところでございますが、今度は、情報を受けることを拒み、制限をし、条件を付けるものとして、事例を挙げさせていただいております。「言語障がいがあるからか、話を聞いてもらえないことがあった」という事例です。
　「２　正当な理由と考えられる一般論化」の例にまいりたいと思います。（例１）は、他の者の権利利益を侵害する恐れがあると認められる場合で、障がい者の求める情報の内容に個人のプライバシーを侵害するような個人情報が含まれている場合、（例２）は、点字版は５ページになりますが、障がい者の表示しようとする意思を確認することに著しい支障がある場合といたしまして、聴覚障がい者が手話によるコミュニケーションを求めたが、受手側が手話を理解することができないため、筆談など他の方法を求めた場合、このような場合は、正当な理由として考えられるのではないかと例示しました。ただし、この場合は、合理的配慮が出来ないか、十分に検討する必要があるという但書きを付けさせていただいております。
　例の３は、その他、正当な理由がある場合ということでございます。
　｢その２　合理的配慮の不提供｣にまいりたいと思います。事例の説明にまいりたいと思います。点字版は７ページの真ん中やや上あたりでございます。（ア）ですが、視覚障がい者が、団地の掃除の日程等の情報が、貼り紙だけなのでわからなかったという事例です。団地の掃除の日程を貼り紙の方法だけで示すことが｢合理的配慮の不提供｣にあたるかどうか、あるいは、負担はどうかということです。
（イ）「市民講座と銘打って、いろいろな講座が公開で行われているが、聴覚障がい者に対して手話や字幕通訳の配慮がないという事例です。
　３番目の（ウ）です。銀行や郵便局などで、ＡＴＭ操作について音声での説明があるが、営業時間外は困るという聴覚障がい者の事例です。
　視覚障がい者の方ですが、最近、タッチパネルが増えてきて困るという事例でございます。
　（オ）につきましては、災害時の事例でございます。聴覚障がい者の方の事例ですが、災害が発生し避難所にいてもコミュニケーションが取れないため、飲まず食わずでいた聴覚障がい者がいるということがあったというものでございます。
　（カ）でございますが、これはパソコンの講習会の事例ですが、視覚障がい者の方が参加したパソコンの講習会で、パソコン画面の項目を指示するときに「ここ、そこ、その上」という具体的な場所を指示語で説明したということで、障がいの特性を考慮せず講習が行われたという事例でございます。
これらの事例から、講座等において手話や文字情報等、障がい者の理解できるよう情報提供すること、トラブルや災害発生時において、手話や文字情報等、障がい者が理解できる手法を用いて意思疎通すること、障がいの特性を踏まえ、指示語を使わずに説明する等の配慮が必要であるという３点を、考えられる合理的配慮の例として挙げさせていただいております。説明は以上です。
○部会長
　はい。ありがとうございます。今の事務局の説明についていかがでしょうか。ご意見ございますでしょうか。本来であれば、事業者ごとに、その分野の「差別的取扱い」、「合理的配慮の不提供」を整理してまいりましたので、例えば郵便とか、放送とか、インターネット、ＳNＳ（ソーシャルネットワークサービス）とか、出版とか、印刷とか、あるいはコミュニケーションに関わるＩＴビジネスとかで「差別的な取扱い」とか、あるいは「合理的配慮の不提供」という整理をしたかったところでしたが、寄せられた事例は、それら以外の分野で起きている、説明の仕方であったり対応の仕方が問題となっているケースを、ここで挙げさせていただいております。
これまでの自治体の条例の中で、そのような不特定多数の方を対象にした情報提供の事業を対象にしているケースはないのでしょうか。もし、事務局の方でご存じであれば、ご紹介いただけますでしょうか。
○事務局
　そのような放送事業者を対象とした事例としては、長崎県の条例がございます。
○部会長
　そこではどのような事例を「差別的取扱い」と定めておりますか。
○事務局
　長崎県の条例では、多数の者に対して情報の発信・提供を行うものとして、放送事業者等に対する規定を設けております。
○部会長
　そうしますと、例えば、字幕が提供されていないといったところが問題となってくるのでしょうか。電話とか、メールとか、インターネットの情報発信とか、そのような事業者による「差別的取扱い」に限るのか、あえて、他の分野にまたがってもかまわないので、ここで挙げられているような、様々な分野の事業者の情報提供や顧客とのコミュニケーションに関わる差別的取扱いを、ここで繰り返し例示するのか、そこのところが悩ましいところだという事務局の説明でございますが、いかがでしょうか。ご意見はございますでしょうか。
○委員
　「合理的配慮の不提供」のところなのですが、「負担になり過ぎない範囲で」と書いてあるところがあります。負担になるのであれば、どのようになるかというところがあるかと思いますが、１ページ目のところで、「合理的配慮の不提供」の欄に「負担になり過ぎない範囲で」という文言があるかと思いますが、負担になる場合は、合理的配慮はなくてもいいというイメージになってしまうかと思います。
○部会長
　それについて、事務局、少し説明いただけますか。
○事務局
　今の事例で申しますと、私どもの意見としてお願いしたのは、例えば過度な負担になれば「合理的配慮の不提供」とはならないという前提で、むしろ、事例のここが過度な負担に当たるのかどうかという観点でご意見を頂戴したいと考えております。おっしゃるとおり、過度な負担になれば、「合理的配慮の不提供」には当たらないという整理は、整理として行わなければならないと考えております。
○部会長
　過度な負担に該当する場合には、「合理的配慮の不提供」には該当しないというのは、一般的な「差別的取扱い」の枠組みなので、この情報・コミュニケーション分野でも、その枠組みを基本的に維持して、個別判断を行うということになります。
　情報・コミュニケーションの分野を不特定多数の人に対する情報発信をする事業者に限定するのか、今回、事務局の側で整理しておりますように、いろいろな事業者のもとで起こりうる情報・コミュニケーションに係るものをすべてここで取扱うのかについては、どのように考えられますか。
○委員
　法の理念から言えば情報発信というのはいろいろなものがありますから、それがすべて対象になってくるかと思いますが、当然、公共機関が発信する情報と他の事業者が発信する情報については、事業所が発信する情報に関して、（合理的配慮については）努力義務になっている以上、現在の法律では、私どもが不満でも、やむを得ない状況があるかと思います。
公共的な意味での情報というのは、テレビやラジオですと、総務省で一定の基準を設けておりまして、例えば、テレビの副音声解説付き番組については、２０１７年までに全体の１０％に付けるのだということで、国が放送局を指導しているわけです。
テレビではそのようなものがあるわけですが、基準等がないのが、前にも申しましたが、インターネットで、これは非常に状況が読みにくくなっています。
　そのような意味で、インターネットも二つありまして、大阪府など地方公共団体が作っているものと民間のものがあり、大企業、大きなコングロマリット（複合企業）のようなところが作るものでも、民間事業者となってくると、読みづらくなってきています。新聞社が作っているものも、民間だということで、非常に読めないような状況になっています。今後、ここはどのようにしていくのか、ガイドラインでどのように位置付けていくのかということが問題であろうかと思います。
　この後で、視覚障がい者のことを指している事例が五つございますから、これについて後ほどお話しさせていただきます。以上です。
○部会長
　今のご意見ですと、住宅でも公共交通機関でも、商業でも、情報・コミュニケーション問題については「差別的取扱い」がないように、その分野できちんと指導していただくと。ここでは、情報・コミュニケーション分野において事業を行うものに限定して、「差別的取扱い」を考えていこうというご提案だったと思います。
府民の方から寄せられた事例の中には、そのようなものがあまり見受けられなかったものですから、なかなか今までのような整理がつきにくいこともありますが、先ほど、委員から意見があったように、府民の募集事例だけにこだわらないで、ガイドラインとして想定されるべき「差別的取扱い」も少し考えていただきながら、ガイドラインを作ってまいりたいと思います。
○委員
　五つの事例につきまして、要約して申し上げたいと思います。
○部会長
　はい。それではお願いいたします。
○委員
　まず、（不当な差別的取扱いとなりうる事例の（ア）の）会議の件ですが、この事例自体が少しわかりづらいところがあります。なぜかと言うと、この人が点字が読めるかどうかということが全然わからないのです。点字が読めるのであれば、あえて墨字の資料を配付する必要がないのではないかと思います。しかし、点字が読めない場合は、その場で墨字が読めなくても、家に持って帰って読むという可能性があるので、やはりこれは配付するべきと思いますが、この人が点字を読めるか読めないかはわからないというところでは、これは明確にわからない点です。
　（イ）の場合、説明会でガイドヘルパーさんを同席させないということですが、会議によっては、第三者の同席というのが難しい場合もあるので、説明会等でだけでは、これは判断しづらいです。
　（合理的配慮の不提供となりうる事例の（ア）の）団地の清掃の件ですが、これは、日ごろの人間関係をきちんとしていれば、あるいは自分から「自分はこうだから教えてください」というように言っていけばよい話であって、これをすべて町会なり、団地の自治会側の責任に負わすのはいかがなものかと思います。やはり団地を構成しているひとりの人間として、必要なことを言っていく、言ってもしてくれないのなら、これは話が変わってきます。ただ、ここでは別に問題がありまして、むしろ、清掃が、全盲の場合は健常者と同じようにできない、そのことをいったいどのように皆さんが理解してくださるのか、協力をしてくれるのか、私は、そちらのほうが大事だと思います。そのことをこの人は言ってきていないというのは、健常者と同じだけ掃除ができるのかと、読んで少し不思議に思いました。
　次に、（エ）のタッチパネルの件はそのとおりで、これは何らかのかたちで配慮はしてもらわないと非常に困ります。
　もう一つ、（カ）のパソコン教室での事例ですが、これも私は理解できないです。といいますのは、全盲の場合に利用するパソコンには、音声が全部ついておりまして、音声がついていないパソコンは操作ができないので、この話はわからないです。弱視の場合でも、「ここ、そこ」と言われても、画面が見えているわけなので、それはある程度わかるし、それも本人が「指示語で言わないで、こういうふうに言ってください」と言えばよい話であって、「合理的配慮の不提供」だとか、「不当な差別的扱い」だとかというほどのものではないのではと思います。以上です。
○部会長
　はい。ありがとうございます。はい。どうぞ。
○委員
　今回の情報・コミュニケーション分野なのですが、この分野については、先ほど、情報・コミュニケーションを提供する事業者（放送事業者等）ということで議論していこうということになったのですが、しかし、ここは括りにくいところでもあると事業者としては思っております。
今、挙がっている事例を、もう少しそのようなかたちで情報等事業者関係だけに絞るということになると、随分変わってくるかと思いますが、例えば「不当な差別的な取扱い」に関する部分というのは非常にわかりやすいですが、「合理的配慮の不提供」のところでは、情報等事業を行っているものにだけ限定して言えることではなくて、それ以外の、情報等の事業をしていなくても、情報提供をしているというのはすべての企業においてあることですので、そこでもどのようなガイドラインが、今後、検討されていくべきなのかと思います。
そこは情報等事業者であるがゆえにより高いハードルを設けるということなのか、そうでないということになるのか、それはこれからの議論かもしれませんが、共通したガイドラインというふうにもっていく方が、これからの普及度合いを考えると、良いのではないかと思います。
　その中で「合理的配慮」、特に情報・コミュニケーションのところで、事業者の側で思いますのは、何らかのハードや仕組みのところで解決できることが、どれぐらいの費用がかかるのかという問題と、もう一つ、ハードルの高さの問題なのですが、例えば事業者にとっては、やはりこのような福祉サービスで提供される手話通訳であったり、点字による文章作成であったりにつきましては、福祉の業界におられる方の認識以上に高額だったり、サービスを受けようとしても時間が必要なケースがございます。例えば、ある取扱い説明書を点字化したいということで私どもが発注すると、「半年待ってください」と言われた経験もございます。
　もう一つは、ガイドラインの別の話になりますが、そのようなユニバーサルな社会を求めていく中では、より事業者にもハードルが低い代替手段になるものを提供できる体制を、行政としても整えていただきたいと思いますし、あるいは民間にそのようなサービスを普及させるということも必要ではないかと思います。
　コストのハードルの高さもありますが、物理的に、時間のところで、例えば窓口に来られて、手話通訳を要求されたときに、即座に手話通訳を用意できるのかというハードルの高さもあると思っていまして、その時間的なハードルみたいなものも、この「合理的配慮」の中でも、今後、一つの要素として入れていただくことも必要かと思います。以上です。
○部会長
　はい。ありがとうございます。過度な負担の中に、即座に対応できないというのは、一定の過度な負担に該当するのか、それを求めるのが過度な負担に該当するのか、その他の正当理由にあたるのか、ここは悩ましいところです。
　建物・設備などの物的構造に関わるバリアの問題は、例えば公共交通機関、公共的施設・サービス、あるいは商品サービスの分野で位置付けているのです。コミュニケーションの問題も、そのような情報提供へのアクセスのバリアのうちの一つだと考えると、一般原則も踏まえながら、各分野できちんと位置付けながら、「差別的取扱い」になる場合、「合理的配慮の不提供」になる場合も、意識して考えていく必要があるかと思っております。そのほかよろしいでしょうか。時間がまいりました。
　それでは本日の議題につきましては、皆さま方のご意見を踏まえまして、今後、事務局で整理をさせていただきたいと思います。以上で本日の議事を終了いたします。事務局、その他、何かございますか。
○事務局
　部会長、委員の皆さま、ありがとうございました。次回の部会でございますが、７月２日、午後に開催の予定をしております。次回は医療の分野と教育の分野を取り上げたいと考えております。よろしくお願いいたします。
　それでは以上をもちまして、「第５回大阪府障がい者施策推進協議会差別解消部会」を閉会といたします。皆さま、長時間にわたりありがとうございました。
（終　了）
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